
～ 本社機能の移転・拡充に対する支援のご案内 ～
青森県で本社機能の移転や拡充を行う事業者の皆様が、県に「地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」を申請して認定を受けることにより、
課税の特例等の優遇措置を受けられます。

業務部門 業務内容 部 署 例

調査及び企画部門
事業、製品、商品の企画・立案や市場調査を

行っている部門
調査部門、企画部門、経営戦略部門

情報処理部門
自社の社内業務としてシステム開発やプログ

ラム作成等を専門的に行っている部門

システム開発部門、オペレーション
部門、プログラミング部門

研究開発部門
基礎研究、応用研究、開発研究を行っている

部門
開発研究部門、基礎・応用研究部門

国際事業部門
輸出入に伴う貿易業務や海外事業の統括を

行っている部門
貿易部門、海外事業部門

情報サービス事業部門
本社・本店の同一敷地内において、ソフト

ウェア開発等の業務を行っている部門

情報処理サービス部門、情報提供
サービス部門、サービス事業部門

その他管理業務部門
総務、経理、人事、その他の管理業務を行っ

ている部門

総務部門、経理部門、人事部門、広
報部門、不動産・施設管理部門

１ 対象地域において、「特定業務施設」を整備（新増設、賃貸借、既存施設の用途変更を
含む）すること。 「特定業務施設」とは、次のいずれかに該当する施設です。

（１）事務所

２ 特定業務施設において常時雇用する従業員が5人（中小企業者は１人）以上増加する
こと

その他、以下の要件があります。
•施設整備に係る計画期間が令和９年３月３１日までであること。
（ただし、税制優遇措置を受ける場合は、令和６年３月３１日までに県の認定を受ける必要があります。）

•風俗営業等に該当する事業の事業者でないこと。

整備計画の認定要件

（２）研究所：事業者による研究開発において重要な役割を担うもの

（３）研修所：事業者による人材育成において重要な役割を担うもの

支援措置活用までの流れ

青森県
「地域再生計画」

事業者
「地方活力向上地域等
特定業務施設整備計画」
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下線はR4.4.1変更部分



～ 本社機能の移転・拡充に対する支援のご案内 ～

東京２３区から青森県に本社機能を移転

拡 充 型

青森県にある本社機能を拡充、または、
東京２３区以外の地域から青森県に移転

移 転 型

独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務保証 ・保証限度額は１５億円、保証割合は借入れまたは社債発行の元本の３０％

雇用促進減税

オフィス減税

地方税軽減

青森県 商工労働部〈 お問い合せ先 〉 商工政策課 電話：017-734-9366 E-mail：shoko@pref.aomori.lg.jp

建物等(※)の取得価格に対し、

特別償却１５％ または 税額控除４％
※ 取得価格2,500万円以上（中小企業者1,000万円以上）のもの

特定業務施設の雇用者増加数に応じ、

Ⅰ 新規雇用者数※1 １人あたり ３０万円
Ⅱ 転勤者数※2 １人あたり ２０万円

産業立地推進課 電話：017-734-9381 E-mail：ritchi@pref.aomori.lg.jp

※市町村税の固定資産税についても、軽減措置を導入している市町村があります。

支援の概要

建物等(※)の取得価格に対し、

特別償却２５％ または 税額控除７％
※ 取得価格2,500万円以上（中小企業者1,000万円以上）のもの

債務保証

認定のタイプ

県税の不均一課税

(1) 不動産取得税：通常税率の１／１０

(2) 県固定資産税：通常税率の 1/10（1年目）､1/3（2年目）､2/3（3年目)
※取得価額3,800万円以上（中小企業者1,900万円以上）のもの

（移転型においても同じ要件です）

県税の課税免除

(1) 事 業 税：課税免除（3年間）

(2) 不動産取得税：課税免除
(3) 県固定資産税：課税免除（3年間）

※取得価額3,800万円以上（中小企業者1,900万円以上）のもの

本県独自の支援制度（誘致企業さま向け） ※拡充型・移転型とも対象

１．本社機能移転促進費補助金
（１）本社機能移転雇用拡大事業（雇用に対する奨励金）

本社機能の移転に伴い、県内に居住する者を２人以上雇用する場合に奨励金を支給します。
【新規雇用1人につき ５００千円（限度額 １５，０００千円）】

（２）転入経費助成事業（転居費用に対する補助）
本社機能の移転に伴い、上記（１）の対象となる場合又は転居する世帯数が２以上の場合、企業が
負担する転居費用の１／２を補助します。【１世帯あたり 上限５００千円（限度額 １５，０００千円）】

２．産業立地促進費補助金
工場等の新設・増設について、設備投資額（補助対象経費

に該当するもの）を対象とした通常分の補助率に加え、本社
機能移転部分の補助率を加算します。（雇用等の要件があり
ます）

企業誘致課（企業誘致推進員）電話：03-5212-9113東京事務所

特定業務施設の雇用者増加数に応じ、

Ⅰ 新規雇用者数※1 １人あたり ９０万円(50万円＋上乗せ分40万円※4)

Ⅱ 転勤者数※2 １人あたり ８０万円(４0万円＋上乗せ分40万円※4)

※1※２：有期雇用及びパート除く ※2：雇用者増加数から新規雇用者数を控除した数 ※3 法人全体の雇用者の純増数が上限 ※4 上乗せ分は最大３年間継続


